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１．総合評価落札方式の導入背景及び概要

１－１ 導入の背景

   平成 17 年 4 月 1 日に施行された公共工事の品質確保の促進に関する法律（以下、

「品確法」とする）によると、公共工事の品質確保における基本理念として、同法第

3 条第 2 項において経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮し、価格及び

品質が総合的に優れた内容の契約がなされることにより確保されなければならないと

定めている。

   さらに、令和元年 6 月 14 日施行の「品確法」一部改正において新たな基本理念

が明示されており、同法第 3 条第 12 項において、公共工事の品質確保に当たっては

調査業務等の内容に応じた知識又は技術力が適切に評価されるとともに十分に活用さ

れなければならないとされ、建設関連業務も「品確法」の対象として位置付けられて

いる。

   これを受けて、本県では令和 2 年 10 月より建設関連業務における総合評価落札

方式の試行を開始しており、建設工事と一体的に品質確保及び向上を図ってきたとこ

ろである。

≪関連する法令・要綱等≫

 公共工事の品質確保の促進に関する法律

制定：平成17年法律第18号  最終改正：令和元年6月14日法律第35号

 公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針

について

制定：平成17年8月26日  

 発注関係事務の運用に関する指針

制定：平成27年1月30日  最終改正：令和2年1月30日

１－２ 総合評価落札方式の概要

   総合評価落札方式とは従来の価格のみによる落札者決定方式と異なり、入札参加者

から提示された価格及び企業等の技術力を総合的に評価した結果により落札者を決定

する方式である。

   入札価格が予定価格の範囲内にある者のうち、価格及び技術力を点数化し、合算し

た点数（評価値）が最も高い者を落札者とすることにより、価格及び技術力が総合的

に優れた企業を選定できるものである。

   本県では、著しく低い入札価格での落札による労働条件の悪化、設計業務の手抜き

等による業務成果品の品質の低下を防止するため、低入札調査基準価格を設定し、こ

れを下回る価格で入札した者については、低入札価格調査を実施することとしている。

（「３．３－３ 低入札価格調査制度」を参照）
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図-1 総合評価落札方式の概念図

２．総合評価落札方式の型式及び適用

２－１ 総合評価落札方式における発注型式

  総合評価落札方式は、当該業務の規模や技術的難易度、業務の特性に応じて、次に

掲げる型式に区分する。

  （１）簡易型

     特に高度な技術力を要する業務において、企業と配置予定技術者の経験・能力

の他、品質確保・向上に関する提案を求め、評価する型式であり、当初設計金額

1 千万円以上の設計業務を対象とする。

（２）特別簡易型

     比較的高度な技術力を要する業務において、企業と配置予定技術者の経験・能

力により評価する型式であり、当初設計金額 5 百万円以上の設計業務を対象と

する。なお、入札参加資格要件により以下のとおり細分する。

     ①特別簡易１型・・・県内企業及び県外企業の双方の入札参加を見込む型式

     ②特別簡易２型・・・入札参加者を県内企業のみとする型式

２－２ 発注方式の選定

   発注型式の選定については、図-2 に示す発注区分図より当該設計業務の内容に応

じた発注型式を選択する。
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≪左図における落札者決定（例）≫
・B社が低入札調査基準価格未満のため、低

入札調査（※）を実施する。

・低入札調査の結果、適合であれば、評価値

が最も高いためB社が落札者となる。

・低入札調査の結果、不適合であれば、入札

無効となり、評価値は低いがA社が落札者

となる。

※ 「３．３-３ 低入札価格調査制度」を参照
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≪ポイント≫
・予定価格の範囲内にある者について、総合

評価を行う。

・技術評価点が高く、入札価格が低い（価格

評価点が高い）ほど評価値は上昇する。
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図-2 建設関連業務（設計業務）における発注区分図

２－３ 総合評価落札方式の適用範囲

   建設関連業務における総合評価落札方式の適用範囲は、以下のとおりである。

   なお、総合評価落札方式により諸経費区分の異なる複数の業務を同一業務として発

注する対象は、主な業務が設計業務であるものに限る。

表-1 建設関連業務（設計業務）における総合評価落札方式の適用範囲

３．落札者決定基準

３－１ 技術力等の評価方法

   総合評価落札方式は長崎県建設関連業務委託制限付一般競争入札試行実施要綱（以

対象企業 評価方式※2 適用価格帯（設計金額） 技術評価点 価格評価点 適用

主に県外 事前事後混在タイプ 1千万円以上WTO対象金額未満 100 100 特に高度な業務※１

１型 県内・県外

２型 県内

※１ 発注区分図の特に高度な業務に該当する業務は、品質確保・向上のための提案を求めることで品質確保・向上が見込める業務とする。なお、高度な業務から選択する

　　 ことも可とする。

※２ 「３．３-１ 技術力等の評価方法」を参照

100 比較的高度な業務

総合評価型式

簡易型

特別簡易型 事後評価タイプ 5百万円以上 50
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下「実施要綱」という。）第 2 条第 1 項第 10 号に規定する事前審査型に基づくもの

であるが、企業の技術力等の評価方法により以下のとおり区分する。

  （１）事前評価タイプ【ＷＴＯ対象業務】

① 事前に入札書以外の資料（競争参加資格確認申請書、技術資料等）の提出を

求め、開札前までにすべての入札参加者の競争参加資格及び技術資料等の審

査を行うタイプ。

② 技術資料等に記載された自己審査点は参考とし、技術資料等の記載内容及び

添付資料で評価を行う。

  （２）事後評価タイプ【特別簡易１型、特別簡易２型】

① 入札参加者から入札書と同時（入札期間内）に技術資料等の提出を求め、入

札価格と技術資料等における自己審査点から仮の評価値を算定し、最も高い

者の競争参加資格及び技術資料等を審査するタイプ。

② 仮の評価値が最も高い者の審査の結果、評価値が最も高く、順位に変更がな

ければ、他の者の評価は行わないものとする。

③ 各評価項目の自己審査点に誤りがあった場合は以下のとおりとする。

 自己審査点が技術資料等の審査結果より過大である場合は、技術資料等の

評価点数を採用する。

 自己審査点が技術資料等の審査結果より過小である場合は、自己審査点の

評価点数を採用する。

  （３）事前事後混在タイプ【簡易型】

① 入札に参加しようとする者から、事前に技術資料（品質確保・向上に関する

提案）の提出を求め、技術資料（品質確保・向上に関する提案）の審査を行

う。

② 入札参加者から入札書と同時（入札期間内）に技術資料等（品質確保・向上

に関する提案以外）の提出を求め、自己審査点、事前に審査した提案の評価

点及び入札価格から算定された仮の評価値において最も高い者の審査を行う。

③ ②以降の審査については、「（２）事後評価タイプ ②及び③」と同様に行う。

≪関連する法令・要綱等≫

 長崎県建設関連業務委託制限付一般競争入札試行実施要綱

制定：平成22年3月25日 21建企第735号

最終改正：令和6年3月21日 5建企第442号

                                                                                                                             

３－２ 落札者の決定方法

  （１）落札者決定の方法

① 基本的な方法

   入札参加者は、「価格」、「企業の経験及び能力」、「配置予定管理技術者の経

験及び能力」及び「品質確保・向上に関する提案」をもって入札に参加した者
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のうち、以下に示す要件を満たすものを落札者とする。

 入札価格が予定価格の範囲内にあること。

 「３－２ （２）評価値の算出方法」により得られた点数（以下、「評価値」

という。）の最も高い者であること。

ただし、落札者となるべき者と契約を締結することが公正な取引の秩序

を乱すこととなる恐れがあって、著しく不適当であると認められる場合は、

予定価格の範囲内で発注者の定める最低限の要求を全て満たして入札した

他の者のうち、「評価値」の最も高い者を落札者とする場合がある。

② 落札者となるべき者が 2 者以上ある場合

 落札者となるべき評価値の最も高い者が2者以上あるときは、長崎県建

設関連業務委託総合評価落札方式試行要領（以下、「試行要領」とい

う。）第21条第4項に基づき、くじにより落札者を決定する。

  （２）評価値の算出方法

    評価値は次式により算出する。

 「評価値」 ＝ 価格評価点 ＋ 技術評価点

※「評価値」は端数処理を行わない。

※「評価値」の表示は、原則少数第 3 位（少数第 4 位を四捨五入）まで

とするが、「評価値」が最高点で同点の者が複数いる場合は、差が生じ

るまで表示する。

 価格評価点 ＝（価格評価点の配分点）× １―
入札価格

予定価格

※価格評価点の表示は、原則少数第 3 位（少数第 4 位を四捨五入）まで

とするが、「評価値」が最高点で同点の者が複数いる場合は、差が生じ

るまで表示する。

 技術評価点 ＝ 「７．評価項目及び評価基準」に基づく評価点の合計

    なお、価格評価点及び技術評価点の配分点は、表-2 のとおりである。

表-2 価格評価点及び技術評価点の配分

≪関連する法令・要綱等≫

 長崎県建設関連業務委託総合評価落札方式試行要領

制定：令和2年9月30日 2建企第361号

最終改正：令和6年3月21日 5建企第453号

価格評価点 技術評価点 合計

簡易型 100 100 200

特別簡易型 100 50 150
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３－３ 低入札価格調査制度

（１）低入札価格調査制度の概要

   建設関連業務の品質の確保と適切な遂行を図るため、長崎県建設関連業務委託

低入札価格調査制度試行要領（以下、「低入要領」という。）第3条第1項により設

定される価格（低入札調査基準価格。以下、「低入価格」という。）を下回った入

札参加者があった場合、「低入要領」及び長崎県建設関連業務委託低入札価格調査

制度試行要領の運用について（以下、「低入要領の運用」という。）に記載する調

査方法及び内容等に基づき低入札調査を実施する。

   なお、低入札調査の結果、契約内容の不履行となる恐れがあると認められた場

合及び調査に応じない意向を示した場合は、入札無効扱いとする。

  （２）低入札価格調査に係る手続き

    低入札価格調査は、図-3に示す手続きフローのとおり実施する。

  図-3 低入札価格調査の実施フロー図

  （３）低入札調査基準価格の算定における留意事項

    設計業務に現地調査を含める等の複数業務を同一業務で発注する場合、各々の

業務の諸経費区分（設計業務、測量業務、地質調査業務）に応じた低入価格を算

定し、得られた金額を合算したものを「低入価格」とする。

開札

低入価格調査の対象者

有り

調査資料の提出の有無

無し 評価値の最も高い者を

落札者に決定

「低入調査実施通知書」

（「低入要領」様式第1号）の通知

「低入札調査に係る資料提出の辞退について」

（「低入要領」様式第3号）の提出

「低入札調査に係る調査資料の提出について」

（「低入要領」様式第2号）の提出

有り 無し

入札無効
聴き取り調査に応じない

入札価格が契約内容の履行に適合する

「落札者決定通知」の通知

評価値の最も高い者を

落札者に決定

「落札者決定通知」の通知

入札結果の公表

低入価格調査結果表（「低入要領」様式第4号）の通知

調査資料の作成

（「低入要領の運用」様式1～様式12 その他必要資料）
3日以内（土日祝除く）

5日以内（土日祝除く）

聴き取り調査の実施

聴き取り調査に応じる

競争参加資格委員会での審査
入札価格が契約内容の履行に適合しない

7日以内（土日祝除く）

地方機関

本庁

企業
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表-3 低入札調査基準価格算定基準

≪関連する法令・要綱等≫

 長崎県建設関連業務委託低入札価格調査制度試行要領

制 定：令和2年9月30日 2建企第363号

最終改正：令和5年12月15日 5建企第328号

 長崎県建設関連業務委託低入価格調査制度試行要領の運用について

制 定：令和2年9月30日 2建企第364号

４．学識経験者への意見聴取

４－１ 意見聴取に係る背景

   地方自治法施行令第167条の10の2において、落札者決定基準を定める場合は学

識経験者の意見を聴かなければならないとされており、さらに必要に応じて落札者決

定基準に基づき落札者を決定しようとする場合においても意見聴取を行わなければな

らないと明記されている。なお、学識経験者は中立かつ公正な立場から意見をできる

者である必要があり、大学の教職員、国土交通省の職員等が挙げられる。

４－２ 総合評価審査委員会

   地方自治法施行令第 167 条の 10 の 2 に基づき学識経験者から意見聴取を行うた

め、総合評価審査委員会を設置しており、委員会には全体委員会及び小委員会を置い

ている。以下に各委員会での審議内容を示す。

  ①全体委員会での審議内容

総合評価落札方式の実施方針に関する審議を行う。

 総合評価落札方式の改善

 総合評価落札方式の入札・契約のあり方

 総合評価落札方式の実施方針の策定

 複数工事・業務に共通する評価方法の策定

  

①低入札調査基準価格（消費税及び地方消費税を除く。）の算定（合
計額の1,000円未満の額は切り捨てる。）

②低入札調査基準価格（消費税及び地方消費税を除
く。）の設定の範囲（※）

上限額は設計金額×82%

下限額は設計金額×60％

（各々の1,000円未満の額は切り捨てる。）

上限額は設計金額×85%

下限額は設計金額×（３分の２）

（各々の1,000円未満の額は切り捨てる。）

上限額は設計金額×80%

下限額は設計金額×60％

（各々の1,000円未満の額は切り捨てる。）

※

※

※

直接人件費の額＋直接経費の額＋その他原価の額×90％＋一般管理
費等の額×48％

当分の間、「予定価格」とあるのは「設計金額（設計書、仕様書等によって算定された当該業務に要する総額をいい、取引に係る消費税及び地方
消費税の額を除いたものをいう。）」とする。

①により算定した額が②により算定した上限額を超える場合にあっては上限額を、②により算定した下限額に満たない場合は下限額を低入札調査
基準価格の範囲とする。

複数の業種を含む業務の場合は、各々の業種区分ごとに、上表①及び②の方法により低入札調査基準価格を算定し、合算したものを低入札調査基
準価格とする。

土木関係の建設コンサル
タント業務

直接測量費の額＋測量調査費の額＋諸経費の額×48%

直接調査費の額＋間接調査費の額×90%＋解析等調査業務費の額×
80%＋諸経費の額×48％

地質調査業務

測量業務

業種区分



- 8 -

②小委員会での審議内容

個別工事・業務の総合評価に関する審議を行う。

 総合評価落札方式の実施の適否

 落札者決定基準

 技術提案の審査

表-4 総合評価審査委員会の概要

５．事前審査登録制度

５－１ 制度の概要

  入札参加申請に係る事務負担の軽減を図るため、「企業の経験及び能力」に関する

評価項目のうち、一部の評価項目について事前に審査を行い、その結果を登録するこ

とにより、入札参加者が発注案件毎に提出する技術資料の提出を省略できるものとす

る。なお、事前審査登録制度を活用しないことにより、総合評価において不利となる

ものではない。

５－２ 事前審査登録について

（１）事前審査登録項目

    以下の3項目について事前に審査し、県の建設関連業務委託総合評価データベ

ース（以下、「データベース」）に登録する。登録内容は、当該年度の3月末日ま

でに入札公告される案件において有効とする。

    《登録項目》

 企業の業務成績評定

 災害支援協定

 県内在住技術者の雇用状況

（２）事前審査登録申請

事前登録を希望する者は、長崎県建設関連業務における事前審査登録制度実

施要領及び長崎県建設関連業務における事前審査申請説明書に従い、定められ

た期間中に、必要書類を作成し、長崎県土木部建設企画課総合評価班に申請す

ること。

委員会 成立要件等

・ 総合評価落札方式の改善（改正）

・

・

・

開札前 ・ 技術提案の審査

開催時期

小委員会
・2名以上の委員の出席
・非公開による開催

審議内容

年度末に開催全体委員会 複数工事に共通する評価方法の策定（評価項目、配点等） ・委員の半数以上の出席
・公開による開催

落札者決定基準（技術提案の「着目点」等の工事・業務
案件ごとに設定する事項等）

評価項目、配点（全体委員会で審議していない評価方法
を採用する場合）

入札公告前工事・業務
案件毎に随
時開催
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《第１回申請》

 申請期間：当該年度の4月1日～15日（当日消印有効）

 提 出 物：紙媒体1部（第1回申請書と添付資料等）、電子媒体

（CD-R）1部（第1回申請書及び提出様式のExcelデー

タ・添付資料のPDFデータ）

 注意事項：電子媒体のラベルに「R○年度（当該年度を記入）第1回  

申請」と企業名を記入し、84 円切手を貼った返信用封

筒（長3号120㎜×235㎜）を同封して郵送すること。

《随時申請》

 申請期間：当該年度の5月1日～15日（当日消印有効）

以降毎月1日～15日（当日消印有効）

 提 出 物：紙媒体1部（随時申請書と添付資料等）、電子媒体

（CD-R）1部（第1回申請書及び提出様式のExcelデー

タ・添付資料のPDFデータ）

 注意事項：電子媒体のラベルに「R○年度（当該年度を記入）随時  

申請」と企業名を記入し、84 円切手を貼った返信用封

筒（長3号120㎜×235㎜）を同封して郵送すること。

《申請時の留意事項》

 申請は郵送によるもののみ受け付けるものとする。

 84円切手を貼った返信用封筒が同封されていない場合は、事前審査

結果通知書を郵送できないので注意すること。

（３）事前審査登録内容の通知及び活用

    審査終了後、申請者にデータベースに登録する内容と同様の内容を事前審査

結果通知書にて通知する。事前審査登録制度を活用する場合は、入札参加を希

望する案件毎に事前審査結果通知書の写しを添付すること。

≪関連する法令・要綱等≫

 長崎県建設関連業務における事前審査登録制度実施要領

制 定：令和6年1月16日 5建企第350号

 令和6年度長崎県建設関連業務における事前審査申請説明書
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６．入札手続きの実施手順

６－１ 簡易型の実施フロー

   標準的日数 累計日数

低入札調査無し
累計日数

※４　品質確保・向上に関する提案の提出完了をもって入札参加申請があったものとみなす
※３　技術提案の評価が技術審査分科会に委ねられている場合、技術審査分科会で評価を行う

低入札調査有り

※１　業務案件毎に個別に設定する提案の着目点について審査を行う。また、全体委員会で意見聴取を行っていない配点を

　　　落札者決定基準に設定する場合においても、配点に対する意見聴取を行う

※２　入札参加希望者が１０者を超える場合は、指名選定システムで１０者に選定を行う

   標準的日数

（注１）日曜日、土曜日、祝日等を含まない。

公 告

入札説明書の交付

開札

設計書決裁

公告日の翌日

競争参加資格委員会（発注機関）
（対象業務及び資格の設定）

総合評価審査委員会（全体委員会）

３日

総合評価審査委員会（小委員会）※１

競争参加資格委員会（発注機関）
(落札者決定基準）

６３日（注２）

（注２）累計日数は日曜日、土曜日、祝日を含めた概ねの日数。

地方機関

本庁

企業

１５日
（注１）

１５日
（注１）

１５日
（注１）

１０日

（休日を含む）

入札書等（入札書、及び品質確保・向上に関する提案以外の技術資料、参加資格の確認資料）の受付開始

競争参加資格委員会（本庁）※３
(品質確保・向上に関する提案の評価）

総合評価審査委員会（小委員会）
品質確保・向上に関する提案
の評価結果の意見聴取

入札参加者の選定結果の通知※２

品質確保・向上に関する提案の提出期限

低入調査の資料提出の通知

低入調査に係る資料の提出期限

低入調査に係る聴き取り調査

競争参加資格委員会（地方）

質問書の
提出期限

７日（注１）

落札者の決定

１日(注1)

３日(注1)

５日

３日(注1)

低入札調査基準価格未満有り

低入札調査基準価格未満の有無

５６日
（注２）

７日

仮の評価値算出

競争参加資格及び技術力の評価確認（１位のみ）

競争参加資格委員会（発注機関）（評価） 競争参加資格委員会（発注機関）（資格確認）

低入札調査基準価格未満無し

７日
（注１）

質問書に

対する
回答期限

入札書等（入札書、及び品質確保・向上に関する提案以外の技術資料、参加資格の確認資料）の提出期限

３日(注1)

受付票発行※４

受付票発行

契約締結

５日(注1)
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６－２ 特別簡易型の実施フロー

※２　参加資格の確認資料の提出完了をもって入札参加申請があったものとみなす

※１　全体委員会で意見聴取を行っていない配点を落札者決定基準に設定する場合は、配点に対する意見聴取を行う

   標準的日数

低入札調査有り
累計日数

　　低入札調査無し
標準的日数 累計日数

公 告

入札説明書の交付

開札

設計書決裁

公告日の翌日

競争参加資格委員会（発注機関）
（対象業務及び資格の設定）

競争参加資格及び技術力の評価確認（１位のみ）

競争参加資格委員会（発注機関）（評価）

総合評価審査委員会（全体委員会）

質問書の
提出期限

質問書に

対する
回答期限

契約締結

７日
（注１）

７日（注１）

５日（注１）

落札者の決定

３日(注1)

総合評価審査委員会（小委員会）※１

競争参加資格委員会（発注機関）
(落札者決定基準）

４３日
（注２）

地方機関

本庁

企業

入札書等（入札書、技術資料、参加資格の確認資料）の受付開始

競争参加資格委員会（発注機関）（資格確認）

１０日（注１）

低入調査の資料提出の通知

低入調査に係る資料の提出期限

低入調査に係る聴き取り調査

競争参加資格委員会（地方）

１日(注1)

３日(注1)

５日

３日(注1)

低入札調査基準価格未満有り

低入札調査基準価格未満の有無

低入札調査基準価格未満無し

仮の評価値算出

７日

（注１）日曜日、土曜日、祝日等を含まない。

（注２）累計日数は日曜日、土曜日、祝日を含めた概ねの日数。

１９日
（注２）

入札書等（入札書、技術資料、参加資格の確認資料）の提出期限

３日(注1)

公告日の翌日

１０日（注１）

受付票発行※２
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７．評価項目及び評価基準

７－１ 評価項目及び配点基準

表-5 総合評価型式別評価項目及び配点一覧

７－２ 企業の経験及び能力

企業の経験及び能力を評価する際の基本的な評価方法等を示す。なお、資格要件が

共同企業体である場合は、代表構成員の実績等を評価する。

（１）企業の同種業務の実績【簡易型、特別簡易１型、特別簡易２型】

   発注者が設定した同種業務を過去に履行した実績件数を評価する。

   《評価内容》

 評価期間：公告日の属する年度の直前5ヵ年度から公告日までに完了※し

たもの

 発注機関：国、特殊法人等、地方公共団体、公社

 受注形態：元請、共同企業体の代表構成員及びその他構成員として受注し

たもの

 同種業務：当該業務内容に応じ、発注者が設定

※完了とは、長崎県発注の場合は業務完了通知書の通知日もって完了とし、

九州地方整備局発注の場合は業務完成日とする。

    《評価基準及び配点》

      

同
種
業
務
実
績

業
務
成
績
評
定

県
内
で
の
同
種
業
務

受
注
実
績

災
害
支
援
協
定

県
内
在
住
技
術
者

の
雇
用

県
内
在
住
女
性
・

若
手
職
員
の
雇
用

6.0 4.0 4.0 2.0 2.0 2.0 20.0 5.0 5.0 10.0 10.0 30.0 50.0 100.0

１型 6.0 4.0 4.0 2.0 2.0 2.0 20.0 5.0 5.0 10.0 10.0 30.0 ― 50.0

２型 8.0 5.0 5.0 2.0 ― ― 20.0 5.0 5.0 10.0 10.0 30.0 ― 50.0

品
質
確
保
・
向
上
に
関

す
る
提
案

特別簡易型

簡易型

総合評価型式 合計
小計 小計

企業の経験及び能力 配置予定管理技術者の経験及び能力

企業の実績関係 企業の地域精通・貢献度

業
務
成
績
評
定

手
持
ち
業
務
件
数

同
種
業
務
実
績

資
格

１型 ２型

４件以上 6.0 6.0 8.0

３件 4.5 4.5 6.0

２件 3.0 3.0 4.0

１件 1.5 1.5 2.0

実績なし 0.0 0.0 0.0

簡易型
特別簡易型

配点

評価基準
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    《資料の作成要領》

１） 提出様式

 「試行要領」様式3号（技術資料：企業の同種業務実績表）

２） 添付資料

 テクリスの写し、契約書の写し、発注機関の証明書等のうち、業務内

容・数量等の実績確認に必要なもの

（２）企業の業務成績評定【簡易型、特別簡易１型、特別簡易２型】

   長崎県が発注した設計業務の業務成績評定の平均点を評価する。

  【長崎県発注の設計業務の実績が無く、九州地方整備局の実績が有る場合】

   評価期間内に国土交通省九州地方整備局が発注した設計業務のうち、最終契約金

額100万円以上の業務成績評定の平均点を評価する。

   《評価内容》

 評価期間：公告日の属する年度の前年度の9月30日から遡った2年間に

完了※した設計業務

 発注機関：長崎県（長崎県の実績が無い場合は九州地方整備局の実績で

申請可）

 受注形態：元請、共同企業体の代表構成員及びその他構成員として受注

したもの

 評価対象：最終契約金額500万円以上（九州地方整備局の実績で申請

する場合は最終契約金額100万円以上）の設計業務（業務

内容は限定しない）における業務成績評定の平均点

※完了とは、長崎県発注の場合は業務完了通知書の通知日もって完了とし、

九州地方整備局発注の場合は業務完成日とする。

《評価基準及び配点》

  

    《資料の作成要領》

１） 提出様式

 「試行要領」様式6号（技術資料：企業の業務成績評定一覧表）

２） 添付資料

 事前審査登録制度を活用する場合は審査結果通知書の写し

 事前審査登録制度を活用せず、九州地方整備局の実績で申請する場合、

長崎県の実績で申請する場合 九州地方整備局の実績で申請する場合 １型 ２型

80点以上 83.9点以上 4.0 4.0 5.0

75点以上80点未満 78.6点以上83.9点未満 3.0 3.0 3.75

70点以上75点未満 73.4点以上78.6点未満 2.0 2.0 2.5

65点以上70点未満 68.1点以上73.4点未満 1.0 1.0 1.25

65点未満 68.1点未満 0.0 0.0 0.0

評価基準
配点

簡易型
特別簡易型
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九州地方整備局が発行した委託業務等成績評定通知書の写し

３） 留意事項

 業務成績評定の平均点は、少数第一位を切り捨て表示する。ただし、九

州地方整備局の業務成績評定で申請する場合は、少数第二位を切り捨て

表示する。

（３）県内での同種業務受注実績【簡易型、特別簡易１型、特別簡易２型】

   発注者が設定した同種業務（長崎県発注に限る）を長崎県内で履行した実績件数

を評価する。

  《評価内容》

 評価期間：公告日の属する年度の直前5ヵ年度から公告日までに完了※

した同種業務

 発注機関：長崎県

 受注形態：元請、共同企業体の代表構成員及びその他構成員として受注

した実績

 同種業務：当該業務内容に応じた業務を発注者が設定

※完了とは、長崎県発注の場合は業務完了通知書の通知日もって完了とし、

九州地方整備局発注の場合は業務完成日とする。

    《評価基準及び配点》

      

《資料の作成要領》

１） 提出様式

 「試行要領」様式１号（技術資料：企業・配置予定技術者の経験及び能

力）

２） 添付資料

 テクリスの写し、契約書の写し、発注機関の証明書等のうち、業務内

容・数量等の実績確認に必要なもの

（４）災害支援協定【簡易型、特別簡易１型、特別簡易２型】

   「大規模災害並びに事故発生時における支援活動（社会貢献）に関する協定」等

の協定を、発注機関の機関長（振興局長）と締結している各業界団体に加入してい

るものを評価する。

   《評価内容》

 評価期間：公告日時点の加入状況

    

１型 ２型

管内での実績あり 4.0 4.0 5.0

県内での実績あり 2.0 2.0 2.5

実績なし 0.0 0.0 0.0

評価基準

配点

簡易型
特別簡易型



- 15 -

《評価基準及び配点》

      

    《資料の作成要領》

１） 提出様式

 「試行要領」様式1号（技術資料：企業・配置予定技術者の経験及び能

力））

２） 添付資料

事前審査登録制度を活用する場合は審査結果通知書の写し

事前審査制度を活用しない場合は「発注機関の機関長（振興局長）との

協定書の写し」及び「協定書に基づく活動対象者であることが確認でき

る資料（名簿、締結者からの証明書の写し等）」を添付すること

（５）県内在住技術者の雇用【簡易型、特別簡易１型】

   企業の雇用する全ての有資格者及び技術管理者のうち、県内在住者の状況を評価

する。

   《評価内容》

 評価期間：公告日の属する年度の4月1日時点

 評価方法：①入札参加資格申請時に報告された会社内の全有資格者※の

     うち県内に住所を有する者の割合、②建設コンサルタント現

況報告書（九州地方整備局確認済み）に記載された建設コン

サルタント部門登録に係る技術管理者のうち県内に住所を有

する者の割合をそれぞれ算出し、《評価基準及び配点》に示

す区分により評価を行う。ただし、県内に本店を置く企業に

ついては、①及び②ともに2分の1以上とし、《資料の作成要

領》に示す提出様式及び添付資料の提出は不要とする。

①＝
県内に住所を有する有資格者数

入札参加資格申請時に報告された会社内の全有資格者数
       

②＝
県内に住所を有する技術管理者数

建設コンサルタント部門登録に係る技術管理者数
    

※全有資格者とは、入札参加資格者名簿に登録された技術士、

ＲＣＣＭ又は建設コンサルタント登録規定第3条第1号イの

認定を受けた技術者をいう。

１型 ２型

加入している 2.0 2.0 2.0

加入していない 0.0 0.0 0.0

評価基準

配点

簡易型
特別簡易型
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《評価基準及び配点》

      

    《資料の作成要領》

１） 提出様式

 「試行要領」様式4号（技術資料：県内在住技術者の雇用状況確認表）

２） 添付資料

事前審査登録制度を活用する場合は審査結果通知書の写し

事前審査登録制度を活用しない場合はマイナンバーの記載のない住民票

の写し、資格証明書等の写し、建設コンサルタント現況報告書（九州地

方整備局確認済みのもの）等の評価内容・評価基準を証明する資料

３） 留意事項

 長崎県に本店を有する者にあっては、評価内容に示す①及び②がとも

に2分の1以上と扱うため、資料の提出は不要である。

（６）県内在住女性・若手職員の雇用【簡易型、特別簡易１型】

   企業が雇用する職員のうち、県内に在住する女性職員又は若手職員の有無を評価

する。

   《評価内容》

 評価期間：公告日時点の雇用状況

 評価方法：県内に在住する女性職員又は若手職員（35歳以下）を公告日

から遡って3年以上継続して雇用しているものを評価する。

なお、正規・非正規、技術職員、事務職員の区別は問わない。

    《評価基準及び配点》

《資料の作成要領》

１） 提出様式

 「試行要領」様式5号（技術資料：県内在住女性・若手職員の雇用状況

確認表）

２） 添付資料

マイナンバーの記載のない住民票の写し、雇用を証明する資料（雇用契

約書、健康保険証等の写し）等の評価内容・評価基準を証明する資料

１型 ２型

①、②とも１／２以上 2.0 2.0

①、②どちらかが１／２以上 1.0 1.0

①、②どちらも１／２未満 0.0 0.0

評価基準

配点

簡易型
特別簡易型

１型 ２型

雇用あり 2.0 2.0

雇用なし 0.0 0.0

評価基準

配点

簡易型
特別簡易型
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７－３ 配置予定管理技術者の経験及び能力

配置予定管理技術者の経験及び能力を評価する際の基本的な評価方法等を示す。

（１）配置予定管理技術者の資格【簡易型、特別簡易１型、特別簡易２型】

   配置予定管理技術者の保有する資格の種類により評価する。

   《評価内容》

 評価期間：公告日時点で保有する資格

 評価方法：管理技術者となり得る資格を技術士又は技術士相当の資格とそ

れ以外に分類し、《評価基準及び配点》に示す評価基準に基づ

き評価する。

《評価基準及び配点》

    

  

    《資料の作成要領》

１） 提出様式

 「試行要領」様式7号（技術資料：配置予定管理技術者の経験及び能力）

２） 添付資料

 資格証明書等の写し、建設コンサルタント現況報告書（建設コンサルタ

ント登録規定で認定された技術管理者又は認定技術者で申請する場合で

あり、九州地方整備局確認済みのもの）等の評価内容・評価基準を証明

する資料

（２）配置予定管理技術者の同種業務実績【簡易型、特別簡易１型、特別簡易２型】

   発注者が設定した同種業務を過去に管理技術者として履行した実績の有無を評価

する。

   《評価内容》

 評価期間：公告日の属する年度の直前5ヵ年度から公告日までに完了※し

たもの

 発注機関：国、特殊法人等、地方公共団体、公社

 実績対象：管理技術者として履行したもの

分類 資格の種類 部門 選択科目・分野

総合監理部門 業務内容に応じて個別に設定

建設部門 等 業務内容に応じて個別に設定

土木学会認定技術者　上級土木技術者

シビルコンサルティングアマネージャー（以下、「RCCM」）

土木学会認定技術者　１級土木技術者

建設コンサルタント登録規定で認定された技術管理者

その他の認定技術者

技術士
①

業務内容に応じて個別に設定

業務内容に応じて個別に設定

業務内容に応じて個別に設定

業務内容に応じて個別に設定

②

業務内容に応じて個別に設定

１型 ２型

①に該当する資格 5.0 5.0 5.0

②に該当する資格 2.5 2.5 2.5

その他 0.0 0.0 0.0

評価基準

配点

簡易型
特別簡易型
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 同種業務：業務内容に応じ、発注者が設定

※完了とは、長崎県発注の場合は業務完了通知書の通知日をもって完了とし、

九州地方整備局発注の場合は業務完成日とする。

    

《評価基準及び配点》

      

    《資料の作成要領》

１） 提出様式

 「試行要領」様式7号（技術資料：配置予定管理技術者の経験及び能力）

２） 添付資料

 テクリスの写し、契約書の写し、発注機関の証明書等のうち、業務内

容・数量等の実績確認に必要なもの

（３）配置予定管理技術者の手持ち業務件数【簡易型、特別簡易１型、特別簡易２型】

   管理技術者として従事している業務数を評価する。

   《評価内容》

 評価期間：公告日時点の業務数

 発注機関：国、特殊法人等、地方公共団体、公社

 評価対象：契約金額100万円以上の管理技術者となっている全ての手持

ち業務であり、契約工期内に公告日があるもの。

   《評価基準及び配点》

      

   《資料の作成要領》

１） 提出様式

 「試行要領」様式7号（技術資料：配置予定管理技術者の経験及び能力）

２） 添付資料

テクリスの写し、契約書の写し、発注機関の証明書等のうち、評価内

容・評価基準の確認に必要なもの

（４）配置予定管理技術者の業務成績評定【簡易型、特別簡易１型、特別簡易２型】

   長崎県及び九州地方整備局が発注した設計業務を管理技術者として履行し、受け

た業務成績評定のうち3件の平均点を評価する。

１型 ２型

実績あり 5.0 5.0 5.0

実績なし 0.0 0.0 0.0

評価基準

配点

簡易型
特別簡易型

１型 ２型

3件未満 10.0 10.0 10.0

3件以上　5件未満 5.0 5.0 5.0

5件以上 0.0 0.0 0.0

評価基準

配点

簡易型
特別簡易型
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   《評価内容》

 評価期間：公告日の属する年度の前年度の9月30日から遡った2年間に完  

了※した設計業務

 発注機関：長崎県、九州地方整備局

 受注形態：管理技術者として履行したもの

 評価対象：長崎県発注の設計業務の場合は最終契約金額500万円以上と

し、九州地方整備局発注の設計業務の場合は最終契約金額100

万円以上とする。なお、九州地方整備局発注設計業務の実績を

申請する場合、長崎県発注設計業務の業務成績評定に換算する

ものとする。

※完了とは、長崎県発注の場合は業務完了通知書の通知日をもって完了とし、

九州地方整備局発注の場合は業務完成日とする。

《評価基準及び配点》

      

    《資料の作成要領》

１） 提出様式

 「試行要領」様式7号（技術資料：配置予定管理技術者の経験及び能力）

２） 添付資料

 九州地方整備局の実績を申請する場合、九州地方整備局が発行した委託

業務等成績評定書の写し

    《留意事項》

１） 九州地方整備局発注の設計業務における業務成績評定の換算について

 下記の換算式により、長崎県発注設計業務の業務成績評定に換算するも

のとする。

  換算式 ＝ 九州地方整備局の業務成績評定 × 換算係数（α）

      （少数第一位を切り捨て表示する）

   ※α＝0.95391855

   換算係数は評価期間において九州地方整備局が発注する設計業務の

業務成績評定の平均に対する長崎県発注設計業務の業務成績評定の

平均値の割合を示している。換算係数は、年度毎に設定する。

１型 ２型

80点以上 10.0 10.0 10.0

75点以上　80点未満 7.5 7.5 7.5

70点以上　75点未満 5.0 5.0 5.0

65点以上　70点未満 2.5 2.5 2.5

65点未満 0.0 0.0 0.0

評価基準

配点

簡易型
特別簡易型
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２） 平均評定点の表示について

 平均評定点は、少数第一位を切り捨て表示する。

７－４ 品質確保・向上に関する提案【簡易型】

品質確保・向上に関する提案（以下、「技術提案」という。）は、設計ミスの低減

を図るための照査手法に関する工夫や現場条件による設計上の課題の克服に関する対

策等、業務成果品の品質確保・向上が十分に期待でき、ひいては建設工事の品質確保

に資する提案を求めるものである。

（１）「技術提案」を求める着目点及び評価

  「技術提案」は、業務成果品の品質確保・向上を目的に発注者が設定する着目点

（提案を求めるテーマ）に対し提案を求め、提案の適否を「良」又は「普通」の２

段階で評価する。

  《着目点》

   ①必須項目

    １）設計ミスが低減する提案

    ２）業務の効率化に関する提案

    ３）重要事項（※１）に関する提案

    ４）その他（※２）

    ②自由選択項目

     ５）有益な比較案や代替案の提案

     ６）施工計画に関する提案

     ７）業務成果品の可読性が向上する提案

    ※１：現地特定等により発注者が個別案件ごとに設定

    ※２：※１以外の設計上の課題等により発注者が個別案件ごとに設定

   《評価基準及び配点》

 「良」 ：業務成果品の品質確保・向上に

対する効果が期待できるもの

 「普通」：業務成果品の品質確保・向上に

対する効果が標準的であるもの

（２）提案の作成要領

１） 提出様式

 「試行要領」様式２号（技術資料：品質確保・向上に関する提案）

評価基準 配点

5.0点×10提案（良とした提案数） 50.0

5.0点×  9提案（良とした提案数） 45.0

5.0点×  8提案（良とした提案数） 40.0

5.0点×  7提案（良とした提案数） 35.0

5.0点×  6提案（良とした提案数） 30.0

5.0点×  5提案（良とした提案数） 25.0

5.0点×  4提案（良とした提案数） 20.0

5.0点×  3提案（良とした提案数） 15.0

5.0点×  2提案（良とした提案数） 10.0

5.0点×  1提案（良とした提案数） 5.0

5.0点×  0提案（良とした提案数） 0.0
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２） 添付資料

 「試行要領」様式２号に記載する提案の補足として、補足説明資料（実

施フロー、工程表、イメージ図等をA4用紙1枚に整理した資料）を添

付することができる。※補足を必要とする全ての提案をA4用紙1枚に

整理すること。

３） 作成要領

 着目点のうち、必須項目１）～４）は着目点ごとに1つ以上提案しなけ

ればならない。

 必須項目に係る提案以外に、自由選択項目５）から７）より自由に選択

し、提案できるものとする。

 提案は10提案までとする。

 提案は「試行要領」様式２号に、句読点、数字、記号等を含み800文

字以内で記載すること。なお、「試行要領」様式２号には図、表等は添

付しないこと。

 提案は着目点毎に、業務成果品の品質確保及び向上を目的とする具体的

な内容とすること。具体的とは、提案の手法、効果を明確に示し、具体

的な実施時期等が適切に記載されていること。

 提案は経済性に配慮したものであること。

（３）提案の作成における留意点

 入札公告に示す事項以外の内容を含む技術資料、又は書面及び添付の書式に示

された条件に適合しない技術資料については、入札無効又は競争参加資格なし

となる場合がある

 着目点の必須項目１）～４）に対して提案の無い場合は一切評価しない。なお、

発注者が設定する着目点については、表現の変更は認めない。変更した場合は、

その提案は一切評価しない。

 文字数が800文字を超えた場合は、すべての提案を一切評価しない。

 「試行要領」様式２号に図、表等が添付されている場合はすべての提案を一切

評価しない。

 提案が「試行要領」様式２号及び補足説明資料を合わせて2枚を超える場合は、

すべての提案を一切評価しない。

 類似した内容を記載した提案が複数ある場合は、ひとつの提案として評価する。

 ひとつの提案に対し複数の提案を記載した場合は、ひとつの提案として評価す

る。

 「試行要領」様式２号に記載の無い提案の資料が補足説明資料に記載されてい

る場合、その部分は参考としない。

 補足説明資料は、「試行要領」様式２号に記載のある提案を補足するための参

考図等を記載するものであり、説明文等の文章は評価の対象としない。

 提案の実施に要する費用は受注者が負担するものとする。

 「良」と評価された提案は必ず履行すること。
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（４）提案の履行の担保

   「良」と評価された提案の確実な履行の担保として、業務等委託契約書の条項に下

記の事項を追加するものとする。

① 落札者は不可抗力等落札者の責によらない場合を除き、「試行要領」様式

12号に掲げる事項のうち評価されたものについて業務を履行しなければな

らず、その部分については、請負代金の変更等は行わない。

② 発注者は、落札者の責により「試行要領」様式12号に掲げる事項のうち、

評価されたものについて履行が確認できない場合において、業務成績評定を

10点減点する。

③ 契約締結後、不可抗力等落札者の責によらないで「試行要領」様式12号に

掲げる事項のうち評価されたものについて履行できない場合は、請負代金の

変更等その後の対応について、発注者落札者間で協議して定めるものとする。

（５）普通評価とする「技術提案」の事例

   普通評価とする「技術提案」を「普通評価とする技術提案事例」として指定し、公

表する。

表-6 普通評価とする技術提案事例

７－５ 技術資料の一括審査方式

一括審査方式とは、以下の要件に該当する複数業務の総合評価落札方式を実施する

場合、複数業務のうち1件に係る技術資料及び技術資料等の一括提出誓約書を提出す

ることで、その他の業務に提出すべき技術資料を省略することができ、一括して審

査を行うものである。なお、落札決定は開札の早い順に行うものとし、落札決定を

受けた者は以降の入札の落札者とはなり得ないものとする。

《一括審査方式を採用する条件》

 同一発注機関で、同一日に入札公告を行い、同一日に開札する業務であるこ

と。

 同種業務として発注する業務であること。

 評価項目、評価内容及び評価基準が同一であること。

   《開札の順番》

 設計金額の高い順に開札を行うものとする。

共通 業務の効率化に関する提案 社内レビューの実施 一般的な業務手法

共通 業務成果品の可読性（見易さ、読み易さ）が向上する提案 基準書等のスキャンデータの添付 一般的な業務手法

共通 業務成果品の可読性（見易さ、読み易さ）が向上する提案 出典根拠の明示 一般的な業務手法

共通 業務成果品の可読性（見易さ、読み易さ）が向上する提案 報告書に見出し（インデックス）を付ける提案 一般的な業務手法

着目点 普通評価又は評価しない提案 理由分野
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   《技術資料と併せて提出しなければならない資料》

 様式8－1号：技術資料等の一括提出誓約書（単体用）

 様式8－2号：技術資料等の一括提出誓約書（共同企業体用）

≪関連する法令・要綱等≫

 長崎県建設関連業務委託総合評価落札方式試行要領 《第10条》

８．その他

８－１ 入札結果等の公表

   入札結果の公表は、「入札結果一覧表」及び「総合評価落札方式集計表」により長

崎県ホームページ「長崎県入札情報ポータルサイト」にて行うものとする。

≪関連する法令・要綱等≫

 長崎県建設関連業務委託総合評価落札方式試行要領 《第24条》

 建設関連業務委託の入札結果等の公表について

制 定：平成21年3月2日 20建企第776号

最終改正：令和2年9月30日 2建企第365号

８－２ 審査結果及び入札結果の説明要求

   次に掲げる事項については、理由の説明要求を行えるものとする。

① 競争参加資格がないと認めた理由

② 落札者を決定した理由

③ 入札参加者が落札者とされなかった理由

④ 「技術提案」が評価されなかった理由

⑤ 低入札調査において失格とされた理由

≪関連する法令・要綱等≫

 長崎県建設関連業務委託制限付一般競争入札試行実施要綱 《第26条》

 長崎県建設関連業務委託苦情処理手続要綱

制 定：平成22年3月25日 21建企第735号

最終改正：令和3年3月2日 2建企第617号

８－３ 開示請求

「技術提案」の内容に関する情報公開条例に基づく第三者からの開示請求につい

ては、企業の権利、競争上の地位、その他正当な利益を害する恐れがあるため開

示しない。また、評価点数の根拠となる審査内容等についても情報提供しない。

８－４ 秘密保持

   入札参加者から提出された「技術提案」等は、提案者の知的財産であるため、提案

内容に関する事項が他者に知られることのないようにする。また、提案者の了解を
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得ることなく提案の全部、又は一部のみを他の業務で採用することのないようにし、

その取り扱いについて適正に対応する。
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表-7 令和6年度 評価項目毎の評価基準及び配点

配点 区分 配点 区分 配点 区分

4件以上 6.0 6.0 8.0

3件 4.5 4.5 6.0

2件 3.0 3.0 4.0

1件 1.5 1.5 2.0

実績なし 0.0 0.0 0.0

80点以上（83.9点以上） 4.0 4.0 5.0

75点以上　80点未満（78.6点以上　83.9点未満） 3.0 3.0 3.75

70点以上　75点未満（73.4点以上　78.6点未満） 2.0 2.0 2.5

65点以上　70点未満（68.1点以上　73.4点未満） 1.0 1.0 1.25

65点未満（68.1点未満） 0.0 0.0 0.0

管内での実績あり 4.0 4.0 5.0

県内での実績あり 2.0 2.0 2.5

実績なし 0.0 0.0 0.0

加入している 2.0 2.0 2.0

加入していない 0.0 0.0 0.0

①、②とも１／２以上 2.0 2.0

①、②どちらかが１／２以上 1.0 1.0

①、②どちらも１／２未満 0.0 0.0

雇用あり 2.0 2.0

雇用なし 0.0 0.0

①に該当する資格 5.0 5.0 5.0

②に該当する資格 2.5 2.5 2.5

その他 0.0 0.0 0.0

実績有り 5.0 5.0 5.0

実績なし 0.0 0.0 0.0

3件未満 10.0 10.0 10.0

3件以上5件未満 5.0 5.0 5.0

5件以上 0.0 0.0 0.0

80点以上 10.0 10.0 10.0

75点以上　80点未満 7.5 7.5 7.5

70点以上　75点未満 5.0 5.0 5.0

65点以上　70点未満 2.5 2.5 2.5

65点未満 0.0 0.0 0.0

5.0点×10提案（良とした提案数） 50.0

5.0点×  9提案（良とした提案数） 45.0

5.0点×  8提案（良とした提案数） 40.0

5.0点×  7提案（良とした提案数） 35.0

5.0点×  6提案（良とした提案数） 30.0

5.0点×  5提案（良とした提案数） 25.0

5.0点×  4提案（良とした提案数） 20.0

5.0点×  3提案（良とした提案数） 15.0

5.0点×  2提案（良とした提案数） 10.0

5.0点×  1提案（良とした提案数） 5.0

5.0点×  0提案（良とした提案数） 0.0

配点（技術評価点）

6.0

4.0

小分類

業務成績評定
※括弧書きは九州地方整備局の成
績評定で申請する場合の評価基準

同種業務実績
※同種業務は個別案件毎に設定

県内での同種業務受注実績
※同種業務は個別案件毎に設定

災害支援協定

企
業
の
経
験
及
び
能
力

企
業
の
地
域
精
通
・
貢
献
度

企
業
の
実
績
関
係

2.0

2.0

県内在住女性・若手職員の雇用

県内在住技術者の雇用
※①及び②の内容は「7. 7-2
(4)」を参照

資格
※①及び②は個別案件毎に設定

5.0

5.0

品質確保・向上に関する提案

配
置
予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

同種業務実績
※同種業務は個別案件毎に設定

手持ち業務件数

業務成績評定
※括弧書きは九州地方整備局の成
績評定で申請する場合の評価基準

50.050.0100.0

50.0

5.0

5.0

大分類 評価項目

配点合計（技術評価点）

2.0

4.0

特別簡易型

２型１型
簡易型

4.0

6.0

2.0

10.0

10.0 10.0

10.0

評価基準

10.0

10.0

8.0

5.0

5.0

2.0

5.0

5.0

4.0

2.0

2.0
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表-8 「特殊法人等」に該当する法人の一覧

首都高速道路株式会社 独立行政法人国際協力機構

新関西国際空港株式会社 独立行政法人国立科学博物館

中間貯蔵・環境安全事業株式会社 独立行政法人国立高等専門学校機構

中日本高速道路株式会社 独立行政法人国立女性教育会館

成田国際空港株式会社 独立行政法人国立青少年教育振興機構

西日本高速道路株式会社 独立行政法人国立美術館

阪神高速道路株式会社 独立行政法人国立文化財機構

東日本高速道路株式会社 独立行政法人自動車事故対策機構

本州四国連絡高速道路株式会社 独立行政法人中小企業基盤整備機構

沖縄科学技術大学院大学学園 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

日本中央競馬会 独立行政法人都市再生機構

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 独立行政法人日本学生支援機構

国立研究開発法人科学技術振興機構 独立行政法人日本芸術文化振興会

国立研究開発法人情報通信研究機構 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

国立研究開発法人森林研究・整備機構 独立行政法人日本スポーツ振興センター

独立行政法人空港周辺整備機構 独立行政法人水資源機構

独立行政法人高齢・障害者・求職者雇用支援機構 独立行政法人労働者健康安全機構

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令第一条に定める法人及び国立大学法人法に定める国立大学法人

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令第一条に定める法人


